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令和7年度税制改正の注意点
今回の税制改正の目玉、所得税関係の内容と事務処理上の注意点

についてお伝えします。

所得税の基礎控除額等の引き上げ

・基礎控除の控除額を１０万円引き上げ（所得2,350万円以下）

・給与所得控除の最低保証額５５万円を６５万円に引き上げ

・大学生年代の子等に係る新たな控除の創設

※所得税は令和７年分から、住民税は令和８年分から適用となります

月々の徴収税額を決める「給与所得の源泉徴収税額表」は、今

まで使用していたものを使います。よって、今回の所得税は年末

調整で対応することになります。令和８年分以降は、新しい「税額表」になります。

給与収入だけならば、１２３万円まで所得税がかからず、配偶者

の扶養にも入れるこの改正ですが、１０６万円を超えたところで

社会保険への加入問題があります。

週２０時間以上働き、月額収入が８．８万円以上、二ヶ月以上の雇用見込みがあ

り、学生でない場合は、社会保険の加入を免れません。会社と折半とはいえ、自己

負担分を考えると手取りの所得がガクンと減ってしまいます。

令和８年からは、社会保険の自己負担分の一部を助成する制度を活用

するところもあるようなので、よく確認しましょう。逆に、パートタイマーを多

く採用している企業は、この社会保険自己負担分の助成を行わないと、

パートタイマーの離職もやむを得ない状況といえます。

【社会保険の助成制度・案 概要】

給与収入106万円～116万円 → 会社負担分 90％ 本人10％

〃 116万円～126万円 → 〃 80％ 〃 20%

〃 126万円～136万円 → 〃 70％ 〃 30%

〃 136万円～146万円 → 〃 60％ 〃 40%

〃 146万円以上 → 〃 50％ 〃 50%

大学生年代の子等に係る新たな控除の創設

現行、大学生年代（19歳以上23歳未満）は、給与収入１０３万円以下に限って

６３万円の控除が認められています。

新設控除では、給与収入１５０万円（所得８５万円）以下であれば、６３万円の控

除が受けられ、所得金額８５万円を超えても所得１２３万円以下であれば、下記の

ように控除が受けられるようになります。

扶養に入れるとは言え、所得金額が８５万円（給与収入１５０

万円）を超えると本人が税金を支払う必要が出てきます。

また、年末調整の時に正確な給与収入額が必要となるため

従業員の方への周知徹底が必要となります。配偶者特別控除と同様で、大学生

年代の子供を持つ親全員に、年末に子供の源泉徴収票が必要になる旨を必要以

上に伝達しましょう。

子供の場合、複数でアルバイトをしたり、途中でやめたりも多いので、必ず源泉

徴収票をもらうように徹底してください。後から“扶養の控除額の訂正”がきた場合、

雇い主が延滞税を請求されます。手続きも面倒なので今からしつこいくらいに言っ

ておきましょう。
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